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○姫路市立高等学校授業料等徴収条例施行規則 

昭和44年11月10日 

教委規則第15号 

改正 昭和49年４月25日教委規則第７号 

昭和52年11月８日教委規則第15号 

昭和57年３月29日教委規則第５号 

平成19年３月29日教委規則第５号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、姫路市立高等学校授業料等徴収条例（昭和25年姫路市条例第11号。

以下「条例」という。）第10条の規定に基づき、条例の施行について必要な事項を定め

るものとする。 

（授業料の減免等） 

第２条 条例第５条による授業料の減免及び徴収延期の規準は、次のとおりとする。 

(1) 生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定による保護を現に受けている者のうち

高等学校等就学費の支給を受けていないもの及び保護を必要とする状態にある者（以

下「要保護者」という。）の子女は、その授業料を免除することができる。 

(2) 教育委員会が前号の要保護者に準ずる者であると認めた場合、その者の子女に係る

授業料については、その２分の１以内を減額し、又は徴収を延期することができる。 

(3) 災害・傷病・失業・営業不振その他の理由により、生徒の保護者がはなはだしく生

活困難となったときは、授業料を免除し、又はその２分の１以内を減額し、若しくは

その徴収を延期することができる。 

(4) 前各号のほか教育委員会が教育上特に必要があると認めたときは、授業料を免除し、

又はその２分の１以内を減額し、若しくはその徴収を延期することができる。 

（減免等の期間） 

第３条 前条に規定する授業料の減免については、その事由が消滅するまでの期間とし、

徴収延期については６箇月を限度とする。 

（減免等の申請手続） 

第４条 第２条の規定による授業料の減免又は徴収の延期を受けようとする者は、申請書

（様式第１号）を当該学校長を経て教育委員会に提出しなければならない。 

２ 学校長は、必要に応じ前項の申請に係る者の実態を調査するとともに、当該地区を担

当する民生委員児童委員の意見を聴取して所見を様式第１号の所見欄に記入するものと
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する。 

３ 教育委員会は、必要により参考書類等の提出を求めることができる。 

（決定通知） 

第５条 教育委員会は、前条の申請書を受理したときは、審査の上その措置を決定し、そ

の旨を決定書（様式第２号）により学校長を経て、申請者に通知するものとする。 

（減免等の取消） 

第６条 授業料を免除され、又は減額され、若しくは徴収延期された者が、第２条各号の

規定に該当しなくなったときは、速やかにその旨を当該学校長を経て教育委員会に届け

出なければならない。 

２ 前項の規定による届出があったとき、又は届出かない場合において第２条各号の規定

に該当しなくなったと教育委員会が認めるときは、当該免除・減額又は徴収延期を取消

すものとする。 

３ 授業料の免除・減額又は徴収延期の申請について虚偽の事実が判明したときは、教育

委員会はその許可を取消すものとする。 

（補則） 

第７条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、教育長がこれを定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和49年４月25日教委規則第７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和52年11月８日教委規則第15号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和57年３月29日教委規則第５号） 

この規則は、昭和57年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月29日教委規則第５号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

 


